
 

新たな対応が求められる 

グループ企業の内部統制システム整備とリスク管理の実務 

一橋大学大学院博士後期課程修了。博士（経営法）。昭和 55 年新日本製鐵株式会社（現、新日鐵住金
㈱）入社。平成 22 年より現職。専門は、商法・会社法、金融商品取引法、企業法務。会社法に係る諸課題
を中心に、全国会議や学会の報告・パネリスト、部会・セミナー・個別企業研修の講師多数。法理論と実務
の双方からのアプローチを実践している。著書に、『株主代表訴訟の理論と制度改正の課題』同文舘出版
（2008 年）、『グループ会社リスク管理の法務（第２版）』中央経済社（2015 年）、『新版・会社法実務スケジュ
ール』新日本法規出版（共編著、2016 年）など多数。企業法学会理事、国際取引法学会理事。 

 

 平成２７年５月１日から施行となった会社法改正では、「親子会社に関する規律」の論点の一つとして、企業集団の内部統制シ

ステムに関して、企業実務として実効的な対応が求められるとともに、この点に関しても企業間競争が問われるようになりました。 

 そこで、本セミナーでは、グループ企業の内部統制システムに関する法令を押さえた上で、体制整備とそのチェックポイントにつ

いて具体的に解説いたします。グループ会社の管理部門や親子会社各々の内部監査の方、グループ会社に取締役や監査役と

して派遣されたり兼務の方、監査役やそのスタッフの方にとって、特に有益な内容です。 

 ※講師著書『グループ会社リスク管理の法務（第２版）』中央経済社（2015 年）提供（セミナーでも使用します） 

 

 

講  師 

 

●日 時●  ２０１６年８月３０日（火）１０：００～１７：００ 

●会 場●  企業研究会セミナールーム（東京：麹町） 

～ 海外子会社を含めた法と具体的実務の確認 ～ 

8/30 

（火） 

１０：００ 

１．グループとしての内部統制システムと法 

（１）会社法の内容確認と手続き 

①会社法で規定するグループ企業の範囲 

   ②企業集団内部統制システムの構築と運用 

（２）会社法施行規則の内容 

   ①着目すべき箇所 

   ②実務上の実施事項 

 （３）取締役会（親子会社）の手続き 

   ①取締役会の役割と決議すべき事項 

   ②取締役会運営上の留意点（親子会社間の利益相反取引の対応等） 

２．グループ内部統制システムの整備と取締役・監査役の責任 

 （１）親会社役員の義務の内容と責任 

 （２）子会社役員の義務の内容と責任 

 （３）親会社派遣非常勤役員の責任と実務上の留意点 

 （４）グループ内の不祥事に対して、責任を問われないための視点 

   ①グループ会社統括部門の視点 

   ②内部監査部門の視点 

   ③監査役・監査（等）委員監査の視点   

 （５）グループ会社管理を巡る親会社役員に対する裁判例と検討  

３．グループ内部統制システムの構築と運用の具体的方策 

（１）グループ会社管理規程の整備と実例 

（２）グループ内部統制基本方針の実例と検討 

（３）グループ間での情報報告体制の整備と実例 

 （４）グループ内部通報制度の整備と適切な運用 

 （５）グループ内部統制のチェックリスト例 

 （６）グループ内部統制の評価と改善のための方策 

４．海外子会社対応の基本 

 （１）海外子会社と企業集団の内部統制システムの関係 

 （２）海外子会社の特性 

 （３）特性から派生した独自のリスク 

 （４）具体的な方策（地域ごとに留意すべき基本も含め） 

５．グループリスク管理に関する事例検討を通した確認 

 （１）事例１：子会社不祥事と親会社との兼務取締役 

 （２）事例２：子会社不祥事と親会社対応 

 （３）事例３：親子会社間の利益相反取引関連  

 
※最新情報を反映させるために、上記目次は一部変更になる可能性もあります。 

※最少催行人数に満たない場合、開催中止となる場合があります。 

 

開催にあたって 

161429-0202  グループ企業の内部統制システム整備とリスク管理の実務 

３９，９６０円（本体価格 ３７，０００円） 

資料・昼食代含 

１７：００ 

グループ企業の内部統制システム整備とリスク管理の実務 

４３，２００円（本体価格 ４０，０００円） 

■参加要領：申込書はＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mailにてお送り下さい。当会ホームページからもお申込み頂けます。 

後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HPにてご確認いただけます。（[TOP]→[公開セミナー]→[よくあるご質問]） 

※お申し込み後のキャンセルはお受けいたしかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願い致します。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 公開セミナー事業グループ 担当／川守田 E-mail:kawamorita@bri.or.jp 

 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2麹町 M-SQUARE 2Ｆ 
 

獨協大学法科大学院  教授 高橋均 氏 （元新日本製鐵（株）部長） 
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